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に
資
金
使
途
を
限
定
し
た
債
券
の
こ
と
で
す
。　
一
方
、
ソ
ー
シ
ャ
ル
ボ
ン
ド
は
、
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
市
場
の
拡
大
と
と

出蝋嚇範錯驚
税嬰

評
詳
辞
繁

　

　

課題解決型の活動の

国
内
初
の
ツ
ー
シ
ヤ
ル
ボ
ン
ド

地
方
金
融
機
関
は
具
体
的
に
ど
の

よ
う
な
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
や
ソ
ー
シ

ャ
ル
ボ
ン
ド
に
投
資
し
て
い
る
の
で

し
ょ
う
か
。
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
ヘ
の

投
資
は
主
に
２
０
１
０
年
か
ら
１２
年

に
か
け
て
行
わ
れ
、
そ
の
対
象
は
世

界
銀
行
や
ア
ジ
ア
開
発
銀
行
が
発
行

し
た
債
券
で
し
た
。
世
界
銀
行
債
は

新
興
国
で
の
気
候
変
動
緩
和

。
適
応

の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
向
け
の
資
金
調
達

手
段
と
し
て
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

気
候
変
動
の
緩
和
は
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
や
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
な
ど

の
利
用
に
よ
り
二
酸

化

炭

素

（
Ｃ

０
２
）

を
削
減
す
る
こ
と
、

一
方
適
応
は
気
候
変

動
に
よ
り
起
こ
る
洪

水
増
加
な
ど
の
悪
影

響
を
最
小
化
す
る
こ

と
で
す
。

ア
ジ
ア
開
発
銀
行

灌
漑

・
排
水
の
効
率

化
―
な
ど
が
投
資
先

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
代

表
的
な
目
標
と
な

っ

て
い
ま
す
。

一
方
、
ソ
ー
シ
ャ

ル
ボ
ン
ド
ヘ
の
投
資

は
歴
史
が
浅
い
も
の

も
こ
れ
ら
の
目
的
に
即
し
た
貸
し

付
け
に
充
当
さ
れ
ま
す
。
Ｊ
Ｉ
Ｃ

Ａ
債
は
国
内
初
で
あ
る
と
と
も
に
、

国
際
的
な
原
則
に
基
づ
い
た
セ
カ

ン
ド
オ
ピ

ニ
オ
ン
を
付
し
た
世
界

的
に
も
希
有
な
ソ
ー
シ
ャ
ル
ボ
ン

ド
だ

っ
た
こ
と
か
ら
注
目
を
集
め

ま
し
た
。

地
方
金
融
機
関
と
し
て
は
愛
知
銀

行
が
４
億
円
投
資
し
た
こ
と
が
公
表

さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
福
岡
ひ
び
き

信
用
金
庫
が
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
Ｊ
Ｉ

Ｃ
Ａ
債
へ
の
投
資
を

「社
会
的
貢
献

投
資
表
明
」
の
中
で
取
り
上
げ
、
新

興
国
の
社
会
的
課
題
解
決
に
資
す
る

も
の
と
し
て
投
資
の
意
義
を
強
調
し

て
い
ま
す
。

社
会
的
意
義
強
調
し
た
投
資

な
ぜ
地
方
金
融
機
関
は
グ
リ
ー
ン

ボ
ン
ド
や
ソ
ー
シ
ャ
ル
ボ
ン
ド
ヘ
の

投
資
を
行
う
の
で
し
ょ
う
か
。
理
由

と
し
て
３
点
あ
る
と
考
え
て
い
ま

す
。
第

一
に
こ
れ
ら
社
会
的
意
義
を

強
調
し
た
投
資
は
、
社
会
貢
献
活
動

の
一
つ
と
し
て
ア
ピ
ー
ル
で
き
、
レ

ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン

（評
判
）
を
獲
得

で
き
る
こ
と
で
す
。
預
金
者
か
ら
見

る
と
自
分
の
預
け
た
お
金
が
世
の
た

め
人
の
た
め
に
な
っ
て
い
る
と
感
じ

る
こ
と
が
で
き
、
地
方
金
融
機
関
の

こ
の
よ
う
な
投
資
は
大
き
な
損
失
を

出
す
こ
と
が
な
け
れ
ば
賞
賛
さ
れ
る

こ
と
で
し
ょ
う
。

第
二
に
地
方
金
融
機
関
が
環
境
保

全
に
配
慮
し
た
金
融
商
品
の
取
り
扱

い
に
慣
れ
て
い
る
こ
と
で
す
。
既
に

地
方
金
融
機
関
の
間
で
は
省
エ
ネ
住

宅
や
エ
コ
カ
ー
と
い
っ
た
環
境
配
慮

の
た
め
の
貸
し
付
け
に
優
過
金
利
を

適
用
す
る
慣
行
が

一
般
的
に
な
っ
て

い
ま
す
。
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
や
ソ
ー

シ
ヤ
ル
ボ
ン
ド
ヘ
の
投
資
も
そ
の
延

長
と
し
て
、
特
に
大
き
な
心
理
的
抵

抗
が
な
く
実
行
で
き
て
も
不
思
議
で

は
あ
り
ま
せ
ん
。

最
後
に
地
方
金
融
機
関
の
多
く

が
参
加
し
て
い
る
２‐
世
紀
金
融
行

動
原
則
が
関
連

取
り
組
み
に
つ

い
て
の
情
報
開

示
を
推
奨
し
て

い
る

こ
と

で

す
。

２‐
世
紀
金

融
行
動
原
則
は

環
境
省
が
主
催

し
、
正
式
名
称

は

「持
続
可
能

な
社
会
の
形
成

に
向
け
た
金
融

行
動
原
則
」。

持
続
可
能
な

社
会
を
実
現
す

る
た
め
に
環
境

や
社
会
の
問
題

の
解
決
に
寄
与

す
る
取
り
組
み

を
毎
年
報
告
す
る
こ
と
に
な
っ
て
お

り
、
参
加
し
て
い
る
地
方
金
融
機
関

は
先
述
の
環
境
配
慮
の
た
め
の
貸
し

付
け
に
対
す
る
優
遇
金
利
を
例
年
報

告
し
て
き
ま
し
た
。

こ
れ
に
加
え
て
、
取
り
組
み
の
多

様
化
の

一
環
で
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
、

ソ
ー
シ
ャ
ル
ボ
ン
ド
ヘ
の
投
資
を
進

2010年～ 12年の地方銀行による
主なグリーンボンド購入事例

て～」を
ンンIリ

億日レグリーンボンド
の発行総額

3年 14  15  16
※世界銀行などによる

債
は
ウ
オ
ー
タ
ー
ボ
ン
ド
と
呼
ば

れ
、
環
境
問
題
の
中
で
も
特
に
水
問

題

へ
の
対
応
に
特
化
し
た
債
券
で

す
。
新
興
国
の
水
問
題
は
質

・
量
両

方
の
問
題
が
あ
り
、
①
安
全
な
飲
み

水
の
確
保
②
衛
生
施
設
の
改
善
③

の
、
昨
年
、
話
題
に

な
っ
た
の
は
国
際
協
力
機
構

（Ｊ
Ｉ

Ｃ
Ａ
）
が
発
行
す
る
債
券

へ
の
投
資

で
す
。
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
は
①
貧
困
削
減
②

持
続
的
経
済
成
長
③
地
球
規
模
課
題

へ
の
対
応
④
平
和
の
構
築
―
を
重
点

分
野
と
し
て
お
り
、
発
行
し
た
債
券

一
こ

21世紀金融行動原則

出所 :環境省「21世紀金融行動原則」ホームページ

め
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

次
回
は
地
方
金
融
機
関
に
よ
る
グ

リ
ー
ン
ボ
ン
ド
、
ソ
ー
シ
ャ
ル
ボ
ン

ド
投
資
推
進
の
課
題
に
つ
い
て
お
話

し
し
ま
す
。

（日
本
総
合
研
究
所

創
発
戦
略
セ
ン
タ
ー

ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
　
黒
田
　
一
賢
）

2017.2.609 週報・Weekly 2017.2.6

ミ函省地方銀行 発行体 銘 柄 盛轟
伊予銀行 世界銀行 グリーンボンド 50 米

ド
′し 2010,9

山陰合同銀行 世界0浸行 グリーンボン ド 30 碁妻妻ド‖′ 10.11

岩手銀行 世界銀行 グリーンボンド 10 米ドル 10.12

紀陽銀行 世界銀行 グリーンボンド 10 →ぷ(ド′[′ 10.12

愛知銀行 世界銀行 グリーンボンド 30 米ドル 11.1

香川銀行 世界銀行 グリーンボンド 5 →ホ(ド′!′ 11.1

福井銀行 世界銀行 グリーンボンド 10 米馬レ 11.1

第四銀行 世界銀行 ゲリーンボンド 10 来
ド
′!′ 11.1

西日本ンティ銀行 アジア開発銀行 ウォーターボンド 30 米与レ 11.1

山陰合同銀行 世界銀行 グリーンボンド 30 うホξド,1′ 11.2

J監,羊金展イ〒 世界銀行 グリーンボンド 10 米ドル 11.2

南都銀行 世界銀行 グリーンボンド 20 来
ド
′1′ 11.2

大分銀行 世界銀行 グリーンボンド 10 米らレ 11.3

武蔵野銀行 世界銀行 グリーンボンド 10 うホ(ド jl′ 11.4

大垣共立銀行 世界銀行 グリーンボンド 10 米らレ 11.6

鹿児島銀行 アジア開発銀行 ウォーターボンド 10 来 靴 11.6

千葉興業銀行 世界銀行 グリーンボンド 10 米ドル 12.2

中国銀行 世界銀行 グリーンボンド 10 来 町 12.10

1.自 らが果たすべき責任と役割を認識し、予防的アプローチの視点も踏まえ、

それぞれの事業を通じ持続可能な社会の形成に向けた最善の取り組みを推進

する。

2.環境産業に代表される「持続可能な社会の形成に寄与する産業」の発展と競

争力の向上に資する金融商品・サービスの開発・提供を通じ、持続可能なグ

ローバル社会の形成に貢献する。

3.地域の振興と持続可能性の向上の視点に立ち、中小企業などの環境配慮や市

民の環境意識の向上、災害への備えやコミュニティー活動をサポー トする。

4.持続可能な社会の形成には、多様なステークホルダーが連携することが重要

と認識し、かかる取り組みに自ら参画するだけでなく主体的な役割を担うよ

う努める。

5.環境関連法規の順守にとどまらず、省資源・省エネルギーなどの環境負荷の

軽減に積極的に取り組み、サプライヤーにも働き掛けるように努める。

6.社会の持続可含レ性を高める活動が経営的な口果題であると認識するとともに、

取り組みの情報開示に努める。

7.上記の取り組みを日常業務において積極的に実践するために、環境や社会の

F「弓題に対する自社の役職員の意識向上を図る。


